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3. 未来展望

－7－ 

元素循環技術の社会への貢献に向けて

光エネルギーで二酸化炭素を変換する触媒技術と

将来への期待

豊田中央研究所 森川健志

１．はじめに 

本稿は，触媒学会の要請に応じて，触媒技術の未来にむけての展望と期待を，筆者ら

の研究内容とともに解説させて頂くものである．これまでに卓越した先生方が本欄に

寄稿されており，それらを継いで筆者が解説するのは大変恐縮であるが，この有難い

機会に，筆者の独自の視点で意見を述べさせていただく．まずは最初に，筆者が所属す

る企業研究所と触媒学会の関わりを述べる．調査が可能であった 1995 年から現在まで

に，弊社の研究者たちは，自動車排ガス浄化触媒，メソ多孔体応用，環境浄化用の光触

媒，燃料電池用の触媒，電解水素合成，アンモニア合成，二酸化炭素(CO2)の光エネル

ギーによる変換，などに関わる触媒とシステムの研究成果を，触媒討論会の場で発表

し，またそれらの一部は「触媒」誌に技術解説文を寄稿させて頂いている．またいくつ

かの委員会や研究会にも関わらせて頂いてきた．これら 30 年間の研究テーマの動きを

俯瞰すると，過去から現在まで，触媒学会との関わりが長期に渡る技術や，すでにほぼ

講演会や論文紙上での公開の役割を終えた研究があり，さらに最近では，今後に向け

て飛躍的に発展させるべき触媒研究のテーマが増加傾向にある．この様に，企業研究

所の視点において重要と捉えた触媒の研究対象は，同時に触媒学会に深い関わりをも

ち，また時代とともに変化してきた．

本稿では，これらの研究対象の中から，企業利益だけにとどまらず社会全体の利益

をも強く意識して筆者らが長期的な視点で推進している，一般に人工光合成とも称さ

れる技術の現状とその将来への期待について述べさせていただく．人工光合成は CO2

と水(H2O)と太陽光エネルギーから，常温常圧付近の温和な条件下において有機物など

の有価物を合成する，太陽光エネルギーによる CO2 の資源化であると同時に，エネル

ギーの分子へのオンサイト貯蔵技術である 1-3)． 
触媒による物質変換とそれに伴うエネルギー貯蔵においては，水の電気分解による

水の還元反応で水素を生成する技術が先行しており，複数の企業がすでに製品化して

いる．またこの水電解を，太陽光など再生可能エネルギーによって駆動する技術の開

発とその大規模化にも注目が集まっている．例えば国内では，2020 年に稼働を開始し

た世界最大級の水素製造施設，福島水素エネルギー研究フィールド「FH2R」はよく知

られる．これは 20 MW 級の太陽光発電の電力を用いて，これとリンクした 10 MW の

アルカリ水電解で水素を製造するものであり，定格 1,200 Nm3/h を実現するとされてい

る．将来的には，この再生可能エネルギー由来の水素を活用し，製造から利用に至るま

で一貫して二酸化炭素（CO2）フリーの水素供給システムの確立を目指している．この
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［4-1-c］触媒材料 錯体・有機合成触媒 

有機合成を志向した遷移金属錯体触媒を用いる

二酸化炭素変換反応

京都大学大学院工学研究科 藤原哲晶

１．はじめに 

二酸化炭素  (CO2) を有機資源へと再生する物質変換法の開発は，CO2 の排出削減や

隔離技術の開発と並び，エネルギー問題の解決ならびに地球環境保全の観点からも重

要な研究課題である．均一系遷移金属錯体触媒を活用する  CO2 を  C1 源とする有機

合成反応の開発は，新しい有機合成反応開発の観点からも CO2 有効活用の観点からも

注目を集めている 1)．均一系錯体触媒の最大の特徴は，様々な有機基質の精密カルボキ

シル化反応が実現可能な点にある．

遷移金属 (M) を触媒とする CO2 の利用では，どのようにして金属－炭素 (M-C) 結
合をもつ求核的な有機金属化学種を生成させるのかが鍵となる．図  1 にはカルボキシ

ル化反応に利用できる 5 つの素過程をまとめた．M-C 結合をもつ化学種は有機金属試

薬を用いた金属交換反応によって発生する（図 1a）．また，有機ハロゲン化合物 (C-X)
の酸化的付加反応は M-C 結合を構築する有力な手法である（図  1b）．また，低原子価

の遷移金属錯体，不飽和炭化水素，CO2 の酸化的環化反応により，金属を含む環状化

合物が得られる（図 1c）．金属活性種 (M-Y, Y = H, C, B, Si) が不飽和炭化水素と反応

し M-C 結合をもつ化学種が発生し，ここに  CO2 が挿入されることでカルボキシル化

反応が進行する（図  1d）．さらに，炭素－水素 (C-H) 結合の切断を経て M-C 結合を

生成するカルボキシル化反応も報告されている（図 1e）．

図１．CO2 との反応に利用する素反応： (a) 金属交換反応，(b) 酸化的付加反応，(c) 酸
化的環化反応，(d) 付加反応，(e) C-H 結合活性化反応  

これらの素過程を経てカルボキシル化反応が進行した後に，適切な反応試薬や還元

剤を用いることにより活性種を再生することで反応が触媒的に進行する．付加反応や
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［4-2-c］触媒反応 環境触媒分野  

バイオマス由来油脂原料から有用化学品への変換

大阪大学 大学院基礎工学研究科 物質創成専攻 水垣共雄

１．はじめに 

地球規模での大気中の二酸化炭素濃度増加の抑制と地球温暖化対策として，化石資

源に替わり再生可能資源であるバイオマスを利用する，低炭素社会の実現が望まれて

いる．化学品製造の分野においては，これまでの化石資源に依存した物質生産に代わ

り，二酸化炭素が固定化されたバイオマス由来原料から化学品製造へのシフトが求め

られている．生産量の多い植物性バイオマス由来の出発物質としては，糖類や油脂類

に加えて，非可食性バイオマス（セルロース，ヘミセルロース，リグニン）の利用が注

目されている（表 1）．これらの物質は，石油や石炭などの炭化水素に比べて酸素含有

量は極めて高く，炭素資源としてみると炭素密度の小さい低品位の炭素資源と言える．

そのため，これらを有用な化学品へと変換するためには，酸素含有量の低減や低分子

量化のために還元的な変換反応の開発が求められている 1,2)．上述した三つの植物性バ

イオマス由来の出発物質の中で，可食性の糖類については主に発酵法を利用したエタ

ノール製造が知られており，触媒技術としてはエタノール原料からの燃料製造やエチ

レンなどの基礎化学品製造が注目されている．また，セルロースやリグニンなどの非

可食バイオマスの利用については，近年，多くの研究がなされており，例えば種々のポ

リオール類の選択的水素化分解によって，プラスチック原料となるジオール類への変

換などが行われている．一方で，植物性油脂の利用に関しては，古くから油脂化学工業

として油脂製造と油脂加工が行われており，食用油や塗料としての利用の他，石鹸，洗

剤の製造など，我々の日常生活に近いところで用いられている．油脂の成分であるト

リグリセリドは長鎖脂肪酸エステルであり，近年ではメタノールとのエステル交換に

よる脂肪酸メチルエステルをバイオディーゼル燃料として利用している．

表１．バイオマス由来の主な出発物質と得られる化学品 

出発物質 変換技術 生成物 

糖類 発酵 エタノール，乳酸，コハク酸など

油脂類 エステル交換

けん化

水素化分解

脂肪酸メチルエステル（バイオディーゼル），長鎖脂肪酸

塩，長鎖アルカン（ジェット燃料）など 

リグノセルロース

・セルロース

・ヘミセルロース

・リグニン

解繊 

加水分解 

水素化分解 

セルロースナノファイバー，

フルフラール，ヒドロキシメチルフルフラール，バニリン

など
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［4-3-b］触媒解析 コンピュータ利用分野  

ハイスループット実験を基盤とした

不均一系触媒のための触媒インフォマティクス

北陸先端科学技術大学院大学先端科学技術研究科

中野渡 淳・藤原 綾・谷池俊明
１．はじめに

近年，マテリアルズインフォマティクス（MI）と呼ばれる，材料データと機械学習

をはじめとする統計手法を組み合わせた新たな方法論によって新規材料の発見や機構

の解明を加速させる試みが隆盛している 1)．この影響は触媒材料分野にも伝播してき

ており，様々な研究者によって「触媒インフォマティクス」が展開されている 2)．実用

材料を対象とした MI に共通する難しさとして，予測を行いたい複雑な組成物の分子構

造が分からない点が挙げられる．同一組成を持つ物質であったとしても，製造プロセ

スの違いによって構造が異なり，かつ良く分からない．そのため，統計的な処理を行う

にあたって，その性能傾向を説明可能な物理的特徴を割り出すことが難しくなってい

る．これに加えて触媒は，反応条件などの評価プロセスによっても性能が異なるため，

他の材料を対象とした MI よりも統計的な予測が困難になっている．これらの状況を踏

まえて本稿では，ハイスループット実験を用いた不均一系触媒における触媒インフォ

マティクスの最前線について解説する．

1.1 データの問題点と解決策 

触媒インフォマティクスを実施する上では，良質な触媒データを訓練データとして

用いることが求められる．当該分野の過去論文で報告されている実験データをまとめ，

データセットとすることも考えられる 3)．しかしそのようなデータは，研究者の興味に

基づく触媒組成の偏り・記載情報の不統一・ネガティブデータの欠落などを理由とし

て，それを訓練データとした機械学習によって新しい触媒を提案することが難しくな

っている 4)．この「データの問題」に対応するため，谷池研究室ではハイスループット

触媒スクリーニングシステム（HTS）を開発した（図 1a）5)．触媒調製の斉一化と高速

化のために，全ての触媒を共含浸法によって調製し，ガス混合器，ガス分配器，石英反

応管，電気炉，オートサンプラー，四重極型質量分析計（QMS）によって構成されるハ

イスループット触媒評価装置によって評価を行う．詳しくは既報を参照していただき

たい．

HTS を実装したのち，触媒組成から人間の先見を可能な限り除くため，あらかじめ

設定した候補触媒から評価する触媒を無作為に選定し，HTS によって斉一的に評価し

た触媒反応データセットを作成した（図 1b）6)．このとき，対象触媒反応としてメタン

の酸化的カップリング（OCM）を選択した 7)．OCM は天然ガスの主成分であるメタン

を石油化学の基幹材料であるエチレンへと直接変換する触媒反応であり，1982 年に発
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［4-4-1］先端技術 

電気化学的変換触媒技術:化学品(NH3 やアルコール)の

電解合成

北海道大学大学院工学研究院応用化学部門 菊地隆司

１．はじめに 

工業的に生産される多くの化学品は，化石資源や化石資源由来の水素（H2）を用い

て，連続プロセスで生産される．これは，エネルギー的に，かつ，経済的に効率よく目

的物質を合成する，という観点から追及されてきたモノづくりの方法で，限りある資

源の有効利用と経済的な合理性に基づく．一方で，社会の持続可能な発展に向けて，環

境保全や資源の循環的な利用，クリーンな再生可能エネルギーの利用，温室効果ガス

の排出抑制といった開発目標が設定され，将来世代のニーズを満たしながら，現代社

会のニーズも満たすような開発へと，モノづくりの方向性が変わりつつある．

電解合成法は，酸化反応および還元反応が進行する電極とイオン伝導体とからなる

電気化学セル（反応器）を用いて，電気エネルギーを投入することで物質を変換する方

法である．身近な例を挙げれば，中学校の理科の授業で実施される，水の電気分解で

H2 と酸素（O2）を発生させる実験は，電解合成である．水を熱化学的に分解し H2 と O2

を発生させようとすれば，2000℃を超える温度が必要になるのに対し，電気分解では

室温でも H2 と O2 を発生させることができる．しかも電源のスイッチをオンオフする

ことで容易に電解反応の起動停止ができる．このように温和な反応条件で，容易に起

動停止できることが電解合成の特徴であり，したがって，変動の大きい再生可能エネ

ルギーとの親和性も高いと言える．また，電解合成は燃料電池発電の逆反応であるこ

とから，燃料電池同様，電解質の種類によって操作温度やセル形状が変わる．例に挙げ

た水の電気分解では，電解質は水酸化ナトリウム（NaOH）水溶液もしくは希硫酸（H2SO4）

であり，電極には白金電極が用いられる．このような液体の電解質だけでなく，ナフィ

オン（Nafion）などの固体高分子電解質膜やイットリア安定化ジルコニア（YSZ）など

の固体電解質も用いられる．電解合成の特長として，酸化反応が進行するアノードと

還元反応が進行するカソードが電解質を隔てて分かれているため，アノードおよびカ

ソードでの生成物が分離された状態で得られることが挙げられる．選択性良く電極触

媒で反応を進行させることができれば，生成物の分離が不要となる．

２．アンモニア電解合成に関する研究報告 

近年，再生可能エネルギーを利用し，温和な反応条件で化学物質を合成する電解合

成法が報告されている 1)．アンモニア（NH3）の電解合成を例に挙げると，前述の水の

電気分解において H2 が発生するカソード側に，適切な電極触媒を配置し窒素（N2）を

供給することで NH3 が生成する．このような電解セルの電解質としては，これまでに

燃料電池に利用されている Nafion やバリウムジルコネート（BZY）といった固体電解

質，および，水酸化カリウム（KOH）などの水酸化物の水溶液もしくはこれらの溶融
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［4-4-2］先端技術  

Power to Liquid による持続可能な航空燃料（SAF）

の合成技術

株式会社 IHI 鎌田博之 
１．はじめに 

気候変動による危機を乗り越えるためには，温室効果ガスの排出を抑えて産業革命

前と比べた温度上昇を 2℃以下，可能な限り 1.5℃以下にすることが必要である 1)．温

暖化の原因である CO2 は，現在全世界で炭素基準として約 11 Gt-C/y が排出されてお

り，その内化石資源由来の CO2 は 9.4 Gt-C/y と全体の凡そ 85%を占めている．一方で

大気中の CO2 は海域および陸域で吸収され，その量はそれぞれ 2.5 Gt-C/y と 3.4 Gt-C/y
である．大気中の CO2 増加量は排出量から吸収量を差し引いた約 5.1 Gt-C/y であり，

経時的な CO2 濃度増加の原因となっている 2)．化石資源の使用により排出される CO2

を減少させるとともに，排出と固定・利用がバランスするいわゆるカーボンニュート

ラルな状態に移行することが必要である．

現在，国内外の様々な分野でエネルギー源を化石資源から再生可能エネルギーへ転

換する取り組みが進んでいる．特に発電分野では再生可能エネルギーの導入が急速に

進み，さらに最終エネルギー消費に対する電化の比率が増加することで 2050 年では一

次エネルギーの凡そ 50%以上が再生可能エネルギー由来となると予測されている 3)．

2050 年に CO2 排出実質ゼロを達成するためには，再生可能エネルギーの大幅な進展が

必要なのはいうまでもないが，電化等により簡単に代替できない産業分野もある．ジ

ェット燃料を使用する航空産業も化石資源以外では代替の難しい分野である．航続距

離の短いコミューター機やリージョナル機ではバッテリーや水素も燃料源として考え

られるが，中・長距離の飛行ではエネルギー密度の高い液体の炭化水素燃料の使用が

不可欠である．このような需要に対し持続可能な航空燃料（Sustainable Aviation Fuel，
SAF）が注目されている．SAF は航空機向けのカーボンフットプリントの小さい合成燃

料の総称である．現在使用されているジェット燃料とほぼ同じ性状であるため，SAF を

そのままジェット燃料に混合して使用できる（drop-in）という利点がある．国際民間航

空機関（ICAO）は国際航空分野において CO2 の排出を実質ゼロにする長期目標を掲げ

ており，化石資源から製造されるジェット燃料を SAF や水素で代替することが必要と

想定している 4)．現在 ASTM D7566 Annex で規定されている SAF の分類は 8 種類とな

っている．この内，廃油やバイオマスを原料とした SAF は製造が比較的容易なことも

あり急速に供給量を伸ばしているが，一方で将来的な供給余力には限界があり，長期

的にはより大量に供給できる SAF が望まれている．CO2 と再生可能エネルギーによる

電力で製造したグリーン水素を原料として液体燃料を製造するプロセスは Power to 
Liquid（PtL）と呼ばれ，将来の大量な SAF 供給の手段として期待されている 5)． 




